










Ⅵ お わ り に
Ⅰ はじめに 児童福祉機関先議主義
わが国の非行少年処遇制度では，「触法少年（14 歳に満たないで刑罰法令に触
れる行為をした少年）」（少年法 3 条 1 項 2 号）は，罪を犯した少年とは異なる取
り扱いがなされる。犯罪少年の場合に，事件が司法警察員，検察官から，直接，
家庭裁判所に送致されるのと異なり（少年法 41 条，42 条 1 項），触法少年の場









童相談所長に送致しなければならないし（少年法 18 条 1 項，23 条 1 項），少年
院送致（少年法 24 条 1 項 3 号），保護観察処分（少年法 24 条 1 項 1 号）以外の保
護処分として，児童福祉機関である児童自立支援施設又は児童福祉施設送致を






童福祉法 27 条 1 項 4 号）のクロス集計を開始した昭和 44 年度2)の翌年，非行の
超低年齢化が指摘され触法事件が増加傾向にあった昭和 45 年度に，触法行為
等ゆえに知事又は児童相談所長から家庭裁判所に送致された事件は，49 件
（強制 39 件，非強制 10 件）であったが，これは，全国の児童相談所が通告を受
けた 14 歳未満の触法行為等相談 17,170 件の約 0.2％に過ぎず3)，最近でも平
成 19 年少年法改正前の平成 18 年度には約 2％4)，平成 19 年改正少年法施行直





） 福祉行政業務報告としての統計は昭和 29 年からとられていたが，児童相談所における
触法相談の受付件数は記載されているものの，これに対する処遇内容として児童福祉法
27 条 1 項 4 号による送致件数の記載はない。
） 厚生省大臣官房統計調査部『昭和 45 年度社会福祉行政業務報告（厚生省報告例）』［厚
生省大臣官房統計調査部，1971］86-89頁。
） 児童相談所の触法相談受付数は 8,185 件，児童福祉法 27 条 1 項 4 号，27 条の 3 によ
る家庭裁判所への送致数は 161 件（非強制 148 件，強制 13 件）であった。平成 18 年度
社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）児童福祉参照。
） 児童相談所の触法相談受付数は 8,177 件，児童福祉法 27 条 1 項 4 号，27 条の 3 によ
る家庭裁判所への送致数は 205 件（非強制 185 件，強制 20 件）であった。平成 20 年度
社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）児童福祉参照。
） 児童相談所の触法相談受付数は 7,773 件，児童福祉法 27 条 1 項 4 号，27 条の 3 によ
る家庭裁判所への送致数は 235 件（非強制 208 件，強制 27 件）であった。平成 26 年度
社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）児童福祉参照。
また，家庭裁判所から児童福祉機関への事件送致については，犯罪少年，触



















67巻 1 号 80-81頁。











15） 原口幹雄「第 1章 児童相談所」松尾・沢登・宮沢・所編・前掲 23頁。廣瀬健二「少















き18)，児童福祉機関先議の上限年齢を 12 歳に下げるべき19)，14 歳未満の少年
についても家庭裁判所に直接事件の通告送致ができるようにすべき20)といっ
た提案もなされていたのである21)。







18） 昭和 37 年 11月全国少年係裁判官会同要録 32-46頁。
19） 家庭裁判月報 17巻 12 号 25頁〜30頁に収められた 1965 年 3月に開催された全国少年
係裁判官会同での議論を参照。最近のものとして，藤原正範「少年司法を活性化するた
めに 年齢と責任」犯罪と非行 139 号 78頁。
20） 中川衛「現行少年法運用上の問題」小川太郎・戸川行男・鈴木利雄・森田宗一・牧賢
一編『少年非行と少年保護』［立花書房，1960］244頁，川出晃睦「児童相談所・児童自
立支援施設には何ができるのか 児童福祉の現場から」法学セミナー 587 号 19頁。
21） さらに，かつて，児童福祉司からは，児童福祉司の専門化を妨げないために，教護・
触法は児童相談所の管轄から外すべきとの指摘すらなされていた。兼頭・前掲 262頁。
り被害者を死亡させた罪（少年法 6 条の 6 第 1 項 1 号イ），さらに，そのほか死
刑又は無期若しくは短期 2 年以上の懲役若しくは禁錮にあたる罪（少年法 6 条
の 6 第 1 項 1 号ロ）という重大触法事犯に限定してではあるが，児童相談所か




触法少年が占める割合は，法改正のあった平成 19 年（2007 年）には 15％であ
ったが，平成 26 年（2014 年）には 20％を占めるなど，年々漸増している23)。
そして，触法少年（刑法）全体に占める 12 歳以下の少年の割合が年々増加
し24)，平成 20 年（2008 年）以降，13 歳以下の初犯者数が 14 歳を上回り続け
ている25)。
さらに，強制わいせつの少年検挙（補導）人員に触法少年が占める割合は平










23） 警察庁生活安全局少年課『平成 26 年中における少年の補導及び保護の概況』https://
www.npa.go.jp/safetylife/syonen/hodouhogo_gaikyou/H26.pdf 1頁の表により計算。
24） 内閣府『平成 27 年版 子供・若者白書』［日経印刷，2015］55頁。
25） 警察庁生活安全局少年課『少年非行情勢（平成 26 年 1 月〜12 月）』。https://www.
npa.go.jp/safetylife/syonen/hikoujousei/H26.pdf 8頁を参照。
26） 法務総合研究所『平成 27 年版 犯罪白書』［日経印刷，2015］217頁。
27） 岡邊健「縦断的データに其づく再非行化要因の検討 生存時間分析を用いて」現代の



















まで遡ることができる。明治 13 年（1880 年）に成立した旧刑法（明治 13 年 7
月 17日太政官布告第 36 号）は，12 歳未満の者の行為は罪を論じないが，満 8
歳以上の者については情状により満 16 歳まで，また，弁別能力のない満 12 歳





示していると言えよう。法務総合研究所『平成 23 年版 犯罪白書』［日経印刷，2011］
309-310頁。











なっていった35)。そのような中，明治 33 年（1900 年）3月 10日に，感化院を
非行少年の新たな収容場所とする感化法（明治 33 年 3月 10日法律第 37 号）が
成立した。これによって，「懲治場留置ノ言渡ヲ受ケタ幼者」（感化法 5条 2号）








31） 懲治場には，それ以外にも，満 8歳以上 20 歳未満の「尊属親ノ請願ニ由ル放恣不良ノ






向とその協力」社会事業 30巻 6/7 号 15頁。










明治 40 年（1907 年）4月 24日に成立した現行刑法（明治 40 年 4月 24日法律







































於テ入院ヲ必要ト認メタル者」（改正感化法 5条 1号）他となり，8歳以上 18 歳
未満の不良行為を行った者，行う虞のある者一般に拡大された44)。さらに，
この感化法改正によって感化院設立に対して国家予算から補助が出されること
になった結果（改正感化法 11 条の 2），全国的に感化院の数が急増した45)。その
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けた場合を除くほかは，少年審判所の審判に付せず。」（28 条 2 項）との規定を
設けることにした53)。14 歳未満の少年については触法少年であれ虞犯少年で
あれ，地方長官に審判所送致も含む処遇決定権を委ねることにしたのである。
こうして，大正 11 年（1922 年）2月第 45回帝国議会に，28 条 2 項が挿入され
た少年法案が提出され54)，衆議院，貴族院での審議を経て成立し，旧少年法
（大正 11 年 4月 17日法律第 42 号）は，同年 4月 17日に矯正院法（大正 11 年 4
月 17日法律第 43 号）と共に公布された55)。
















五類第一〇号）第一回（大正 11 年 2月 15日），森田・前掲大正少年下 968頁。
55） 少年法・矯正院法制定を受けて，大正 11 年 4月感化法がさらに改正され（感化法第二




56） 少年教護法の対象は原則的に 14 歳未満の少年であったが，少年審判所から送致されれ







戦後，昭和 21 年（1946 年）10 月 11 日に第 90 回帝国議会衆議院本会議で
「少年法改正に関する建議案」が可決され，司法省は，昭和 22 年（1947 年）1
月 7日に GHQ連合国軍総司令部 PSD/PB（公安部・行刑班）主任の B・ルイス
博士に「少年法改正草案」を提出した。草案では，少年審判所が犯罪少年，触
法少年，虞犯少年すべての審判権を有するものとされ（4 条），触法少年・14























児童虐待防止法，少年教護法を吸収する形で児童福祉法（昭和 22 年 12月 12日
法律第 164 号）が成立した61)。
とはいうものの，昭和 22 年（1947 年）8月 11日に，児童福祉法案が政府案
として国会に提出された後も，厚生省は，触法少年，虞犯少年の管轄権を放棄





関係者の存在等を挙げるなどして64)，裁判所の管轄は 14 歳以上 20 歳未満の
犯罪を行った少年のみとすべきだと主張した65)。
GHQの PHW関係者も巻き込みつつ議論が重ねられた結果66)，昭和 23 年
214 立教法務研究 第号（2016）
61） しかし，児童福祉法が制定されても，旧少年法 28 条 2 項の存在により，触法少年と
14 歳未満の虞犯少年の地方長官先議主義は依然として続いていた。
62）「少年法の改正についての GHQ・厚生省会談要旨（昭和 22 年 8月 12日）」児童福祉法
研究会編・前掲資料集成上 767頁。
63） 法務省刑事局・前掲 98頁以下。
64） Public Health and Welfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Juvenile
Court Law, 4 June 1948, by Donald V.Wilson, GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01175
国立国会図書館所蔵。
65） Opinion on Juvenile Court Law drafted by Attorney Generalʼs Office, May 17, 1948, by
Childrenʼs Bureau, WelfareMinistry, GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01175 国立国
会図書館所蔵。
66） この議論の経過は，Public Health and Welfare Section, Memorandum for the Record,
Subject: Juvenile Court Law, 4 June 1948, by Donald V.Wilson, GHQ/SCAP Record Sheet
No. PHW-01175 国立国会図書館所蔵，Public Health and Welfare Section, Memoran-
dum for the Record, Subject: Bill for Amendment of Juvenile Law, 8, June 1948, byDonald
V. Wilson, GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01175 国立国会図書館所蔵，Legal
Section, Memorandum for the Record, Subject: Bill for Amendment of Juvenile Law:
Proposed Amendment of Articles ConcernedWith Jurisdiction Over Juveniles and Their
Disposition, 9 June 1948, by Howard Meyers, GHQ/SCAP Record Sheet No. LS-10095
国立国会図書館所蔵，Legal Section, Memorandum for the Record, Subject: Bill for
Amendment of Juvenile Law:Agreements Reached toAmend Latest Draft, 10 June 1948,
by Howard Meyers, GHQ/SCAP Record Sheet No. LS-10095 国立国会図書館所蔵。
（1948 年）6月 16日，第 2回国会に提出された「少年法を改正する法律案」で
は，18 歳未満の虞犯少年は，都道府県知事または児童相談所長から送致を受
けた時に限り家庭裁判所の審判に付するという規定が盛り込まれることになっ




初めて手放すことになった。その後，昭和 23 年（1948 年）7月 3日の衆議院




67） 法務省刑事局・前掲 150頁。昭和 23 年（1948 年）6月 10日及び 11日の PHW，LS
（法務部），厚生省による会議の結果，家庭裁判所は，児童相談所から送致された場合に
のみ 18 歳未満の虞犯少年について審判権を持つとの合意に達したという記載が見られる。
Public Health andWelfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Juvenile Court
Law, 14 June 1948, by Donald V. Wilson, GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01175 国





68） Legal Section, Memorandum for the Record, Subject: Bill for the Amendment of




判所の強い権力を必要とすることのあることも考えて，第 3 条 2 項を妥協案というか譲
歩案というか実情に即するように持って行ったと説明している。昭和 23 年 7月 2日衆議
院司法委員会議録第 48 号の厚生省内藤説明員発言部分。
69） その経緯については，Public Health and Welfare Section, Memorandum for the
Record, Subject: Bill for Amendment of Juvenile Law, 6 July 1948, by Donald V. Wilson,
GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01174 国立国会図書館所蔵を参照。この修正と同
時に，例え触法少年と 14 歳未満の虞犯少年が家庭裁判所に送致されても，児童相談所送
致以外の処分を採りえなくしていた 24 条 1 項 1 号の「14 歳に満たない少年については，
これを児童相談所に送致すること」との規定も削除された。
ところが，少年法成立から一月も経たない昭和 23 年（1948 年）8月 10日に，
PHWは厚生省と協議の上，触法少年の先議権を手放したことにつき，先の国
会で少年法を成立させるために不本意ながらも同意したにすぎず，刑事責任年







念とあらゆる基本原則に反する（contravenes democratic concepts and all basic










70） Check Sheet from PHW to PSD, Subject: Juvenile Law, 10 August 1948, GHQ/SCAP
Record Sheet No. LS-10095 国立国会図書館所蔵。その正式文書が，Public Health and
Welfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Proposed Changes in Juvenile
and ChildWelfare Law, 12 August 1948, by Donald V.Wilson, GHQ/SCAP Record Sheet
No. PHW-01174 国立国会図書館所蔵である。
71） Check Sheet from PSD（G-2）to PHW, Subject: Juvenile Law, 2 September 1948,
GHQ/SCAP Record Sheet No. PHW-01174 国立国会図書館所蔵。
72） Public Health andWelfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Summary of
the Juvenile Law Problem, 17 December 1948, by I.H. Markuson, GHQ/SCAP Record

















さらに，昭和 24 年（1949 年）4月 23日に衆議院法務委員会に内閣案が提出さ
れ，特に議論もなくそのまま 5月 11日に承認されるに至った。これにより，
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73） Public Health and Welfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Offender
Prevention and Rehabilitation Law, 16 November 1948, by I.H. Markuson, GHQ/SCAP
Record Sheet No. LS-10166 国立国会図書館所蔵。
74） Legal Section, Memorandum for the Record, Subject: Proposed Revision of Family
Court Jurisdiction, 23 December 1948, by HowardMeyers, GHQ/SCAP Record Sheet No.
LS-10095 国立国会図書館所蔵を参照。なお，この会議において，児童福祉施設におけ
る強制措置に関する規定についても検討がなされている。
75） Public Health and Welfare Section, Memorandum for the Record, Subject: Conference
Concerning the Juvenile Law, 11 January 1949, by I.H. Markuson, GHQ/SCAP Record
Sheet No. PHW-01174 国立国会図書館所蔵。そして，昭和 24 年（1949 年）2月 4日に
は GHQの全ての部局において，少年法，児童福祉法，少年院法改正について承諾が得
られたので，LSが改正案を法務庁に送付したこと，今後は，法務庁が厚生省児童局と改
正案策定作業を行っていくことが記録されている。Public Health and Welfare Section,
Memorandum for the Record, Subject: Amendment to the Juvenile Law, 4 February


























78） 森田宗一「少年法制定過程覚書 8 児童福祉法との調整」ジュリスト 942 号 71頁。
79） 廣瀬健二「少年法の理論と実務 4 非行少年⑵ 訴訟条件等，触法少年⑴」判例タイ
ムズ 1207 号 65頁。







② ①に掲げるもののほか，死刑又は無期若しくは短期 2 年以上の懲役若
しくは禁錮に当たる罪に係る刑罰法令に触れるものであると思料すると
きは，




ないとされてもいる（少年法 6条の 6第 1 項 2 号。但し，送致を受けた児童相談所





調査を行い，児童福祉法上の措置で対応するか（児童福祉法 26 条 1 項，27 条 1
項 1 号〜3 号），家庭裁判所に送致することになる（児童福祉法 27 条 1 項 4 号)81)。
そして，平成 19 年少年法改正の結果，上記①②に該当する事件について送致
を受けた児童相談所長または都道府県知事は，これらを原則として家庭裁判所









この点，全国児童相所長会が平成 21 年度（2009 年度）定例調査として少年
法 6条の 6第 1項 1号に基づき警察が児童相談所に原則送致した重大触法事件
に関して行った調査によれば，少年法改正直後の平成 19 年 11月 1日〜平成
20 年 10月 31日の間に，児童相談所に送致された全 59 件のうち，家庭裁判所
に送致されたのは 25 件であり，全体の 43.9％に過ぎないことが明らかにされ
た84)。さらに，少年法 6 条の 6 第 1 項 2 号に基づき警察が家庭裁判所の審判
に付することが適当であると思料し児童相談所に送致した事件でも，家庭裁判

















「少年法の理論と実務 6 非行少年⑷ 触法少年⑶」判例タイムズ 1254 号 27頁。
83） 久木元伸・川淵武彦・岡崎忠之「『少年法等の一部を改正する法律』について⑴」法曹
時報 59巻 11 号 160-161頁。
84） 若穂井透・有村大士・塚本恵美「触法少年の送致と児童相談所の現状に関する調査」
全児相 87 号 104頁。本調査における家庭裁判所送致事例，不送致事例の具体的な内容に
ついては，髙橋幸成「重大触法事件に関する実証的研究 原則送致事例と非送致事例の



















86） 若穂井透「少年法改正の総括と展望」日本社会事業大学研究紀要 58巻 88頁。
87） 川出・前掲 9頁。
88） 安永健次・福田尚司「少年保護事件に係る調査手続等の整備に関する要綱（骨子）」ジ






あったが，平成 26 年（2014 年）に，検察官関与対象事件は「死刑又は無期若しくは長
























93） 廣瀬健二「付添人の役割と課題 国選付添人制度拡充にあたって 」総合法律支援論
叢 ⑶ 19頁。
94） 前野育三「『冤罪』の疑いのある触法通告事件について 児童相談所における適正手続
き」法と政治 42巻 2 号 386頁，猪瀬慎一郎「少年審判における『法の適正な手続』」最
高裁判所事務総局『家庭裁判所の諸問題 下巻』［法曹会，1970］98頁。















とになる（医療観察法 40 条 1 項 1 号）。本人の意思に反する入通院を前提とし
（医療観察法 42 条 1 項 1 号，2 号），医療が義務付けられ（医療観察法 43 条 1 項，
2 項），入院治療においては被害者に対する共感性を養わせることも求められ




（児童福祉法 27 条 1 項 3 号），家庭裁判所の許可を得て強制的措置を講じること



























（少年法 31 条の 2），少なくとも裁判官や家庭裁判所調査官に対して意見陳述を
行う機会も認められうる（少年法 9 条の 2）。その上，事件について審判開始決
定がなされれば，記録の閲覧・謄写（少年法 5 条の 2）が認められ，審判期日
における審判状況の説明（少年法 22 条の 6）も受けられることになる。さらに，
審判開始となれば，対象事件に制限はあるものの，12 歳未満の少年でない限











101）「被害者連絡実施要領の改正について」（平成 26 年 5月 20日付け警察庁丙刑企発 70
号ほか）。





条 1 項，23 条 1 項），あるいは保護処分としての児童福祉機関送致が必要と考






警察から児童相談所に送致された（少年法 6 条の 6 第 1 項），あるいは通告を
受けた（児童福祉法 25 条）触法事件は，児童相談所が調査を行い，重大事件に
ついては原則として家庭裁判所に送致しなければならない（少年法 6条の 7，児
童福祉法 27 条 1 項 4 号）。児童相談所は，それ以外の場合にも必要があると認
めたときは事件を都道府県知事に報告し（児童福祉法 26 条 1 項 1 号），報告を受
けた知事は家庭裁判所の審判に付することが適当であると認めれば，家庭裁判

















り（児童福祉法 27 条 1 項 1 号），あるいは児童福祉司等に指導させたりすること





であれば，保護者は，その指導を受けなければならず（児童虐待防止法 11 条 2
項），保護者がその指導を受けないときは，都道府県知事が，保護者に対し指









104） 後藤弘子「少年非行と親の『責任』 少年法の視点から考える 」法律時報 76巻 8
号 27頁。
105） 河野郁江「少年非行と家族支援 家庭裁判所調査官の取り組みと福祉の連携 」社会
福祉研究 98 号 80頁以下。
106） 例えば，少年院入院者の家族環境よりも，児童自立支援施設入所児童の家族環境の方
が劣悪であると指摘されている。富田拓「児童自立支援施設 児童福祉施設における非
















福祉法 28 条 5 項）。児童福祉法 28 条による措置は 2 年毎に更新されうるため











ネグレクト 7巻 2 号 156頁。





待対応における課題と困難」子どもの虐待とネグレクト 16巻 3 号 248頁，森田ゆり「虐
待する親の回復と法改正：MY TREE ペアレンツ・プログラムの実践から」アディクシ


























福祉法改正案を中心にして 」現代刑事法 6巻 9 号 68頁注⑼参照。
112）「少年の健全育成とは何か」澤登・高内編・前掲注 22），332頁，廣瀬発言部分。
113） 澤登・高内編・前掲注 22），340頁，小長井発言部分。









いる116)。そのため，平成 19 年（2007 年）少年法改正では，非行少年対応への
「児童相談所の体制強化」が参議院法務委員会で附帯決議として掲げられてい




の一途をたどり，平成 26 年度には，88,931 件（全児童相談所の対応件数 420,
128 件の 21％）を記録し119)，非行相談総数 16,740 件（同 4％）と比較すると，
その差は約 5倍にもなる120)。この数値は，児童虐待防止法施行年の平成 12 年
少年法と児童福祉法（柑本美和) 229

















度の対応件数の約 5倍（17,725 件）であり121)，平成 19 年（2007 年）少年法改






















121） 虐待防止法成立前の平成 11 年（1999 年）度には，虐待対応件数も非行相談件数も，
それぞれ対応総数の 3.4％と 5％を占めていたに過ぎなかった。平成 11 年度福祉行政報
告例参照。
122） 厚生労働省・前掲行政説明資料を参照。なお，政府は，急増する虐待件数に児童福祉
司の対応が追いつかない現状に鑑み，平成 28 年度から最大で 230人増員させる方針を打
ち出した。平成 28 年 2月 24日朝日新聞夕刊。
123） 児童相談所運営指針第 3章第 3節。自治体によっては 24 時間以内としているところ
もある。


















126） 武内謙治「少年法改正をどう見るか」法学セミナー 633 号 5頁，斉藤義房「国会審議
中の少年法『改正』法案の問題点」自由と正義 58巻 3 号 57頁など。
127） 児童虐待防止法上の臨検捜索制度の創設（児童虐待防止法 9条の 3）はそのような要
望を受けてのものである。さらに，一時保護に対する司法審査も求められている。川崎






































132） 松尾浩也「少年法 戦後 60 年の推移」家裁月報 61巻 1 号 101頁。
